
更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

28年
12月28日

安全性向上を
目的とした、
防犯カメラ映
像の公共機
関等への提
供に関する緩
和

現行制度
下で対応
可能

個人情報保護法上、「法令に基づく場合」、「人の生命、身体又は財産の保護のために必要が
ある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 」及び「国の機関若しくは地方公
共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要が
ある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある
とき。 」等については、民間事業者の撮影した防犯カメラ映像を当該機関に対して本人の同意
なく提供することは可能となっており、その具体的な事例を個人情報の保護に関する法律につ
いてのガイドライン（通則編）においてお示ししております。

 

【具体的理由】
　改正個人情報保護ガイドラインを補足するQ&Aにて、東京オリンピック・パラリンピック等大規模国
家イベントにおける防犯および国家安全保障用途に関しては、警察など公的機関の要求に基づき、
民間事業者（鉄道事業者、小売り店舗等）の撮影した防犯カメラ映像については、本人の同意がなく
ても第三者提供が可能であることを、事例として明示していただきたい。

【提案理由】
(a)規制の現状
私設の防犯カメラ所有者が、カメラに映った「顔」映像データを警察や公的機関に提供することは、個
人情報保護法の第23条に規定されている「個人情報の第三者提供」にあたるが、個人情報の第三者
提供は、あらかじめ本人の同意がない限り禁止されている。

(b)要望の理由
一方、現在のガイドライン（個人情報保護に関する法律についての経済産業分野を対象とするガイド
ライン）には第三者提供が可能な例外として、法令に基づく場合など４ケースが規定されており、事例
が示されている。
しかしながら、現在（2016年10月）個人情報保護委員会がパブコメにかけているガイドラインにおいて
は、これらの事例は示されておらず、Q&A対応となる模様である。さらに防犯、防災、国家安全保障
用途における防犯カメラ情報の第三者提供が可能な事例は、Q&Aにて掲載されるか明らかにされて
いない。このような状態では、イベント時にデータを最大限に活用するこことができない。そこでQ&A
に4つの事例に加え、防犯および国家安全保障用途における第三者提供が可能な事例を追記いただ
きたい。

(c)要望が実現した場合の効果
防犯カメラ映像の活用により、東京オリンピック・パラリンピック等での安全性向上につなげることがで
きる。
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個人データ（カメラに映った顔画像を含む。）を第三者に提供する場合、
以下に示す例外事由に該当する場合を除き、あらかじめ本人の同意を
得るか、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第23条
第２項に基づくいわゆるオプトアウト手続を行うことが必要となります。
（例外事由）
・法令に基づく場合（同条第１項第１号）
・人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、
本人の同意を得ることが困難であるとき。 （同項第２号）
・公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要が
ある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。（同項第３
号）
・国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定
める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本
人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあ
るとき。  （同項第４号）

上記例外事由の事例については、個人情報の保護に関する法律につ
いてのガイドライン（通則編）において記載させていただいており、例え
ば、次のような事例をお示ししています。
＜第１号関係＞
・警察の捜査関係事項照会に対応する場合（刑事訴訟法（昭和23年法
律第131号）第197条第2項）
・裁判官の発する令状に基づく捜査に対応する場合（刑事訴訟法第218
条）
＜第２号関係＞
・大規模災害や事故等の緊急時に、被災者情報・負傷者情報等を家
族、行政機関、地方自治体等に提供する場合
＜第４号関係＞
・事業者が警察の任意の求めに応じて個人情報を提出する場合

なお、これらの事例は、事業者の理解を助けることを目的として典型的
なものを示すものであり、全ての事案を網羅するものでなく、記述した
内容に限定する趣旨で記述するものではありません。

上記のとおり、個人情報保護法上、「法令に基づく場合」、「人の生命、
身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意
を得ることが困難であるとき。 」及び「国の機関若しくは地方公共団体
又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して
協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該
事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 」等については、民間
事業者の撮影した防犯カメラ映像を当該機関に対して本人の同意なく
提供することは可能となっており、その具体的な事例を個人情報の保
護に関する法律についてのガイドライン（通則編）においてお示ししてお
ります。
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更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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対応の
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【個人情報保護法関連】
　改正後の個人情報保護法第７６条第１項第３号において、「大学その
他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者」
が「学術研究の用に供する目的」のために個人情報等を取り扱う場合
は、従前と同様、同法第４章の規定は適用されないこととされておりま
す。
  また、改正後の個人情報保護法において、病歴など特に慎重な取扱
いが求められる個人情報を要配慮個人情報として新たに位置付け、当
該情報の取得時には本人同意を必要とし、また、当該情報の第三者提
供にあたっては、オプトアウト手続（第三者に提供される個人データに
ついて、本人の求めに応じて提供を停止することとしている場合であっ
て、あらかじめ、法定項目を本人に通知し、又は本人が容易に知り得る
状態に置いた上で、本人の同意を得ることなく、第三者に提供するこ
と）を禁止したところです。

【個人情報保護
法関連】
個人情報の保護
に関する法律、個
人情報の保護に
関する法律施行
令、個人情報の
保護に関する法
律施行規則、個
人情報の保護に
関する法律につ
いてのガイドライ
ン（通則編）

【個人情
報保護法
関連】
現行制度
下で対応
可能

【個人情報保護法関連】
　改正後の個人情報保護法第７６条第１項第３号において、「大学その他の学術研究を目的と
する機関若しくは団体又はそれらに属する者」が「学術研究の用に供する目的」のために個人
情報等を取り扱う場合は、従前と同様、同法第４章の規定は適用されないこととされているた
め、例えば、私立大学、研究所、１つの主体とみなすことができる共同研究、学会（学会に所属
する医師等も含みます。）等が学術研究の用に供する目的で個人情報を取り扱う場合には、同
法第４章の規定は適用されません。
　なお、当該適用除外に関する考え方及びその範囲については、個人情報の保護に関する法
律についてのガイドライン（通則編）に示しております。
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改正個人情報保護法（以下、個情法）の下では、要配慮個人情報とされる病歴（政令では、カルテ情
報等の全ての臨床情報を含む）を取得する場合、取得時の目的と異なる利用をする場合又は第三者
に提供する場合、そのことについて本人同意の取得が原則的に求められる。その法改正個情法の下
で政令、施行規則、個人情報保護委員会ガイドラインが現在、順次に改正ないし新規に制定されよう
としている。
従来、医療機関等における個人情報の取扱いについては、「医療・介護関係事業者における個人情
報の適切な取扱いのためのガイドライン（以下、医療介護事業者ガイドライン）」に詳細が定められて
おり、その内容に従った個人情報保護を実施してきたが、今般この医療介護事業者ガイドラインが個
人情報保護委員会ガイドラインに統合され、医療機関における個人情報の取扱いに特化した詳細な
ルールは失われると聞き及んでいる。その結果、改正個情法が求める本人同意取得の原則あるい
は患者の個人情報を非個人情報化するための匿名化方法が、医療現場の事情を鑑みることなく求
められてしまうと、医療現場に少なからぬ混乱を生じる。かつて、2003年にわが国で初めて個情法が
制定され、施行された後しばらく続いた医療現場の混乱は記憶に新しいが、今回の改正個情法の影
響はそれ以上に深刻なものになることも予測される。その最たる懸念としては、医療者にとって不可
欠ともいえる症例報告及び専門医資格等の認定のためのケース・レポート提出等の際に、患者の個
人情報の取扱いが実質的に不可能になってしまうことである。その結果、わが国の医療の発展は大
きく損なわれ、最終的には多くの患者及び国民の健康や福祉に不利益が生じることが強く危惧され
る。
以上の懸念に基づいて、改正個情法の下であっても、これまで通り現行の医療介護事業者ガイドライ
ンに従った個人情報取扱い方法に則ることで、適切な個人情報保護を図ることになる旨、担保される
ことを要望する。そもそも、医療機関で働く医師、看護師、薬剤師等の医療従事者には刑法及び各専
門職法によって罰則付きの守秘義務が課されており、改正個情法の下でおよそ医療活動上必要な円
滑な個人情報の利用を妨げるような規制をさらに設けることは、過度な規制になると考える。
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　現行の個人情報の保護に関する法律に基づく個人情報取扱事業者
の監督については、主務大臣制が採用されていることから、厚生労働
省が「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため
のガイドライン」を策定しています。
　今回の個人情報の保護に関する法律の改正により主務大臣制が廃
止され、個人情報取扱事業者の監督権限が個人情報保護委員会に一
元化されることとなりました。このため、個人情報保護委員会が全ての
分野に共通に適用される汎用的なガイドラインとして、「個人情報の保
護に関する法律についてのガイドライン」を平成２８年１１月３０日に公
示したところです。ただし、医療分野については、平成２８年９月３０日
に開催された個人情報保護委員会において、「個人情報の保護に関す
る法律についてのガイドライン」を基礎として、別途の規律を定めること
を決定しております。

個人情報の保護
に関する法律
個人情報の保護
に関する法律に
ついてのガイドラ
イン

対応

　医療分野については、平成２８年９月３０日に開催された個人情報保護委員会において、当
該委員会が定める、全ての分野に共通に適用される汎用的なガイドラインを基礎として、別途
の規律を定めることを決定しております。平成２８年度末を目途に「医療・介護関係事業者にお
ける個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」の見直しを進めます。なお、当該ガイドラ
インの見直しに当たっては、現行ガイドラインの考えを維持するとともに、法改正に伴い新たに
必要となる規定を盛り込み、また、医療現場に混乱や支障が生じないよう留意します。

◎

 改正個人情報保護法（以下、個情法）の下では、要配慮個人情報とされる病歴（政令では、カルテ情
報等の全ての臨床情報を含む）を取得する場合、取得時の目的と異なる利用をする場合又は第三者
に提供する場合、そのことについて本人同意の取得が求められ、オプトアウトでの実施が原則できな
いとされる。
　この法改正を受け、医学系研究の倫理指針（「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」等：
以下、指針）の改正が現在進められている。この指針改正案は、民間、行政機関、独立行政法人等
の主体別の3本の個人情報保護法のそれぞれ最も厳しい部分を採用して1本のルールにする内容で
ある。従来の指針では、診療情報等から氏名・住所等の個人を特定する情報を削除した「匿名化」を
行えば、その匿名化情報を研究利用することの承諾確認として「オプトアウト」手段が許容されている
が、改正指針案はそれを原則許容しない。
　このような指針改正は、医学研究の基盤を支える症例研究や患者レジストリ研究等が実施不可能
となり、わが国の目指す医療イノベーションはおろか、医療・医学そのもの、すなわち患者への治療の
進歩を妨げる。例えば、既に日本造血細胞移植学会は、二次調査のための症例登録を改正指針施
行予定の来年4月までに急ぎ中止する旨の通知対応を始めた。
　また、指針改正案では、従来の改正時には設けられた「経過措置」がなく、現行指針上の必要な手
続を踏んで実施中の研究でも、改正指針の施行までに、改正指針に適合するよう見直し・変更を行
い、倫理審査を経て、研究計画によっては本人同意を取得する作業が必要になる。しかし、改正指針
の公布は早くても来年1月末であり、改正指針の施行まで約2ケ月の期間で、これら全ての対応の完
了は不可能と言うべき他ない。こうした対応に各研究責任者である医師等が追われることで、通常の
診療活動が妨げられ、研究活動に関わる全ての医療機関が診療機能不全に陥ることが懸念される。
　以上のような懸念から、以下を要望する。現在の個情法体系上は3法の事業主体の別によって各々
課される義務内容や義務免除要件等が異なるが、そうした法体系上の違いによる壁を超えて、医学
研究についてはすべからく、一旦は各主体に課せられた法的義務を免除し、その上で、倫理指針の
改正に際しては、どの主体も履行・遵守可能な、現行指針と同様の個人情報取扱い規定の採用を求
める。
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個人情報保
護法改正を受
けた医学研究
に関する倫理
指針改正の
見直しの提案

【倫理指針関連】
 人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（平成26年文部科学省・
厚生労働省告示第3号。以下「医学系指針」という。）では、人を対象と
する医学系研究（人（試料・情報を含む。）を対象として、傷病の成因
（健康に関する様々な事象の頻度及び分布並びにそれらに影響を与え
る要因を含む。）及び病態の理解並びに傷病の予防方法並びに医療に
おける診断方法及び治療方法の改善又は有効性の検証を通じて、国
民の健康の保持増進又は患者の傷病からの回復若しくは生活の質の
向上に資する知識を得ることを目的として実施される活動）を行うに当
たっては、当該指針を守らなければならないこととしています。なお、ヒ
トゲノム・遺伝子解析研究を実施する場合は、ヒトゲノム・遺伝子解析
研究に関する倫理指針（平成13年文部科学省・厚生労働省・経済産業
省告示第1号。以下「ゲノム指針」という。）が適用されます。
　現行の医学系指針では、診療情報等の既存情報を自機関において
利用する場合については、必ずしもインフォームド・コンセントを取得せ
ずとも、指針に沿って匿名化を行うか、オプトアウト手続によって利用可
能としています。また、他機関に提供する場合であってインフォームド・
コンセントの取得が困難な場合は、匿名化を行うか、オプトアウト手続
によって提供可能としています。
　医学系指針及びゲノム指針については、個人情報保護法の改正等を
受けた見直しについて平成28年4月より検討がなされ、9月22日から10
月21日にかけて改正案についてパブリック・コメントを実施したところで
す。パブリック・コメント時の改正案においては、既存情報の自機関にお
ける利用については、インフォームド・コンセントの取得が困難である際
に、当該情報が特定の個人を識別できないものである場合か、また、
個人情報保護法、行政機関個人情報保護法及び独立行政法人等個人
情報保護法（以下「個情法等」という。）の例外規定に該当するときでオ
プトアウトを実施する場合に、研究対象者等の同意なく利用可能として
いたところです。また、既存情報の他機関への提供については、イン
フォームド・コンセントの取得が困難である際に、当該情報が特定の個
人を識別できないものである場合か、また、個情法等の例外規定に該
当するときでオプトアウトを実施する場合に加え、個情法適用機関にお
いては法に規定のあるオプトアウト手続きによる個人データの第三者
提供（要配慮個人情報は除く）や共同利用による個人データの提供を
行う場合についても、研究対象者等の同意なく可能としていたところで
す。

【倫理指針関連】
・人を対象とする
医学系研究に関
する倫理指針
・ヒトゲノム・遺伝
子解析研究に関
する倫理指針
・個人情報の保
護に関する法律
・行政機関の保
有する個人情報
の保護に関する
法律
・独立行政法人
等の保有する個
人情報の保護に
関する法律

【倫理指
針関連】
対応

【倫理指針関連】
　人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（平成26年文部科学省・厚生労働省告示第3
号。以下「医学系指針」という。）に定める諸手続に沿って作成・許可された研究計画書に基づく
研究者等で構成される学術研究を目的とする研究グループは、個別具体的な事例ごとに判断
されるものの、その実質や外形が1つの機関としてみなし得るものであれば、改正個人情報保
護法第76条第1項第3号の「大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体」に該当し得
ると考えられ、個人情報を取り扱う目的が学術研究の用に供する場合は、個人情報保護法第4
章の規定が適用されないこととなります。
　すなわち、個人情報保護法が適用される機関については、主たる目的が学術研究ではない
ような機関において行われる研究であっても、その実質や外形が１つの機関としてみなし得るも
のであれば、個人情報を取り扱う目的が学術研究の用に供する場合は、個人情報保護法第4
章の規定が適用されないことになります。
　個人情報保護法第4章の適用が除外される場合、例えば、インフォームド・コンセント等の手
続きにおいて、自機関における既存情報の利用や既存試料・情報の第三者提供を行う場合、
現行の医学系指針と同様にオプトアウト手続により実施することができる等、ご指摘やパブリッ
ク・コメントを踏まえ、パブリック・コメント時の医学系指針の改正案を修正することとしていま
す。ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針（平成13年文部科学省・厚生労働省・経済産
業省告示第1号。以下「ゲノム指針」という。）の改正についても同様の修正を行うこととしていま
す。
　また、経過措置等については、倫理審査委員会への過度な負担を避けるため、医学系指針・
ゲノム指針改正に伴った研究計画書の変更で生じうる多くのパターンについて、研究計画書の
変更には当たらないと見なし、倫理審査委員会の審査を不要とすることとしています。さらに、
医学系指針において、既に連結不可能匿名化された情報のみを用いるために、当該指針の適
用除外とされてきた研究であって、当該情報に個人識別符号が含まれる等の理由により新た
に指針の適用対象となり、改正指針施行後に自機関のみで当該個人情報を取り扱う場合は、
研究計画書の作成や倫理審査委員会への付議についても半年間の経過措置を設けることとし
ています。
　改正後の医学系指針及びゲノム指針は平成29年早期に公布する予定です。

◎



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ等）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革推進会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革推進会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：各ワーキング・グループ等（本会議で取り扱うこととされている事項に関する提案については本会議）で検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するものを除く）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

規制改革
推進会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

受付番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

281129048
28年

11月29日
29年

1月16日
29年

1月31日

IoT設備が取
得するデータ
について

【具体的内容】
・IoT設備が取得する個人情報について、適法に利活用が可能になるよう、個人情報保護法の下に新
たなガイドラインを策定すること。

【提案理由】
・個人情報保護法においては、個人情報の利用目的の明確化を求めている。しかしながら、IoT設備
が取得する情報（例：カメラや冷蔵庫等による情報）の取得に対する各個人からの承諾について運用
方法を示す明確なガイドラインが無い。
・IｏT設備の普及を活性化するためには、取得する情報をいかに利活用するかが重要であるが、当該
法の下では、情報の利活用に制限や複雑な契約プロセスが発生しうる状況であり、ビジネスの活性
化が制約される可能性がある。ガイドラインが作成されることにより、IoT設備が取得するデータのス
ピーディな収集と利活用が可能となり、リース会社の新たなビジネス、市場が生まれる。

(公社)
リース事
業協会

個人情
報保護
委員会
総務省
経済産
業省

個人情報保護法においては、個人情報取扱事業者が個人情報を取得
する場合、個人情報の利用目的をできる限り特定し、当該利用目的を
公表又は本人に通知する必要はありますが、本人の承諾を得る必要
はありません。

なお、利用目的の公表又は本人への通知に該当する事例として、以下
の事例が「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則
編）」において記載されております。

【公表に該当する事例】
事例1）自社のホームページのトップページから1回程度の操作で到達
できる場所への掲載
事例2）自社の店舗や事務所等、顧客が訪れることが想定される場所
におけるポスター等の掲示、パンフレット等の備置き・配布
事例3）（通信販売の場合）通信販売用のパンフレット・カタログ等への
掲載

【本人への通知に該当する事例】
事例1）ちらし等の文書を直接渡すことにより知らせること。
事例2）口頭又は自動応答装置等で知らせること。
事例3）電子メール、FAX等により送信し、又は文書を郵便等で送付す
ることにより知らせること。

個人情報保護法
第15条、第18条

現行制度
下で対応
可能

個人情報保護法においては、個人情報取扱事業者が個人情報を取得する場合、個人情報の
利用目的をできる限り特定し、当該利用目的を公表又は本人に通知する必要はありますが、本
人の承諾を得る必要はありません。
利用目的の公表又は本人への通知に該当する事例については、「個人情報の保護に関する法
律についてのガイドライン（通則編）」を御確認下さい。
また、事業者が、データの取得にあたって消費者に提示すべき情報等を整理した「消費者向け
オンラインサービスにおける通知と同意・選択に関するガイドライン」（平成２６年10月17日公開
済）や、カメラ画像の利活用を希望する事業者が消費者のプライバシー保護および適切なコミュ
ニケーションの観点で配慮することが望ましい事項を整理した「カメラ画像利活用ガイドブック」
（平成29年1月31日公開済）につきましても、ご確認ください。
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